
報告第１号 

 

専決処分の報告について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定 

に基づき、平成３０年度亀岡市一般会計補正予算（第５号）を次の 

とおり専決処分したので、同条第２項の規定により、これを報告す

る。 

 

   平成３０年１１月２６日提出 

  亀 岡 市 長  桂 川 孝 裕 
 



専決第１１号 

 

専 決 処 分 書 

 

 平成３０年度亀岡市一般会計補正予算（第５号）を、地方自治法 

（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、別紙 

のとおり専決処分する。 

 

   平成３０年９月４日 

  亀 岡 市 長  桂 川 孝 裕  
 



 

 

 

 

 

 平 成 ３ ０ 年 度  

 

 

 

 

 

  亀 岡 市 一 般 会 計 補 正 予 算 （ 第 ５ 号 ）  

 

 

 

 

 

 

 

 



 

平成３０年度亀岡市一般会計補正予算（第５号） 

 

平成３０年度亀岡市の一般会計補正予算（第５号）は、次に定め

るところによる。 

 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 

１７３，３００千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出 

それぞれ３１，８５４，８００千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並び

に補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」に

よる。 

（地方債の補正） 

第２条 地方債の追加は、「第２表地方債補正」による。 

 

平成３０年９月４日専決 

 

亀岡市長 桂 川 孝 裕 



第１ 補

，２０７ １，７６１ ７

正

１３，９６８

(

１９ 繰入金 １，

2

０８８，３８３ １６５

)

，５３９ １，２５３，

１

９２２

　

２ 基金繰入金 １，０６

歳

９，５２５ １６５，５

　

３９ １，２３５，０６

入

４

２２

表

市債 ２，３４７，９００ ６，０００ ２，３５３，９００

１ 市債 ２，３４７，９００ ６，０００ ２，３５３，９００

歳　　入　　合　　計 ３１，６８

款

１，５００ １７３，３

項

００ ３１，８５４，８

　

補

００

正前の額 補　正　額

歳

計

千円 千円 千円

入

１５ 国庫支出

歳

金 ４，５４８，４２０

出

１，７６１ ４，５５０

予

，１８１

算

２ 国庫補助金 ７１２



(3

２，８９３

３ 民生費 １２，５９０，８１８ １，３８７ １２，５９２，２０５

２ 児童福祉費 ４，９１０，

款

７７０ １，３８７ ４，

項

９１２，１５７

補

４ 衛生費 ２，

正

６０７，１０９ ９，１

)

前

８４ ２，６１６，２９

の

３

２ 清

額

掃費 １，２０５，１１

補

６ ９，１８４ １，２１

　

４，３００

正

６ 農林水産業費 １

　

，１４６，４４４ ７，

額

６５０ １，１５４，０

計

９４

１

千

農業費 ８９１，５４５

２

円

７，６５０ ８９９，１

千

９５

８

円

土木費 ２，７４０，９

千

７２ ２１，６００ ２，

円

７６２，５７２

４ 都市計画費 １，７５６，０６４ １４，９９５ １，７７１，０５９

５ 住宅費 ２３６，３

　

３６ ６，６０５ ２４２，９４１

２

１０ 教育費 ２，４３

総

１，４１１ １８，０４

務

７ ２，４４９，４５８

費

２ 小学

３

校費 ７５４，０６０ １

，

１，３６０ ７６５，４

９

２０

３

５

中学校費 ２８９，４４

歳

５

０ ２，０００ ２９１，

，

４４０

３

５ 社会教育費 ７５７，

８

４７９ ４，６８７ ７６

７

２，１６６

６

１１ 災害復旧費 １

，

３５，３１９ １０９，

０

３９０ ２４４，７０９

４

農林水

２

産施設災
１ ８７，５０

　

３

０ ３５，６００ １２３

，

，１００
害復旧費

９６

公共土木施設災
２

１

４１，６１９ ６７，７

，

９０ １０９，４０９
害

４

復旧費

２

その他

９

公共施設５ ０ ６，０００ ６，０００
・公用施

出

設災害

復旧費

歳　　出　　合　　計 ３１，６８１，５００ １７３，３００ ３１，８５４，８００

１ 総務管理費 ３，０４６，８５１ ６，０４２ ３，０５



第２表 地方債補正 
 

 

追 加 

 

起 債 の 目 的 限 度 額 起 債 の 方 法 利 率 償 還 の 方 法 

現年発生庁舎災害復旧事業 

千円    

6,000  ５％以内  
（ただし、発行価格が額面
金額を下まわるときは、そ
の発行価格差減額をうめ
るため必要な金額をこれ
に加算した額） 

(1)普通貸借 
(2)証券発行 
(3)本債にかわる短期債

を起こすことができ
る。 

（ただし、利率見直し方式で
借り入れる政府資金等につ
いて、利率見直しを行った後
においては、当該見直し後の
利率） 

政府資金については、その融資条件によ
り、銀行その他の場合にはその債権者と
協定するものによる。ただし、市財政の
都合により据置期間及び償還期限を短
縮し、又は繰上償還若しくは低利に借換
えすることができる。 

      計 6,000 
   

 


